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Abstract
This study discusses articles and papers in journals related to the involvement of social educa-
tional facilities in Japan in the lifelong learning of persons with disabilities.
Using “Cinii Articles”, a database search was conducted by combining the keyword “disabili-
ty” and words indicating the type of social educational facility such as “Citizens’ Public Hall”, 
“Library”, “Museum”, “Art Museum” and “Center for Children and Youths”.
As a result, articles on libraries (N=471) included various topics such as ideal services for 
disabilities, the results of nationwide research, laws and rights (e.g. reasonable accommodation, 
limitations on copyright), library materials accessible to persons with disabilities, disabled library 
staff, history of services for disabilities and overseas information.
 Articles on museums (N=83) and art museums (N=51) also included those on the results of 
nationwide research, reasonable accommodation and overseas information. A feature of the results 
on museums and art museums was that they contained many articles on cooperation with schools. 
The results on art museums included articles on the art of handicapped persons.
The majority of articles on citizens’ public halls (N=11) were those on adult classes for youth 
with intellectual disabilities. The search results did not include articles on reasonable accommo-
dation to improve accessibility to general learning opportunities.
All of the articles on centers for children and youths (N=5) were those on national facilities; 
all of them were released before 2012 prior to the enactment of the Act for Eliminating Discrim-
ination against Persons with Disabilities, which took place in 2015.
No articles on women’s education centers were found.
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1　背景と目的
障害者の生涯学習に関しては、2006 年の国連総会において採択され、我が国でも 2014 年 2 月
19 日に国内で発効している国連・障害者の権利に関する条約において、その権利保障が求めら
れている。この条約の批准に向け、国内法整備の一環として制定された「障害を理由とする差別
の解消の推進に関する法律（以下、障害者差別解消法）」が 2015 年に制定され、同法の 2016 年
4 月の施行により、社会教育施設を含む国公立の行政機関等には合理的配慮提供の義務が、私立
施設等の事業者には努力義務が課されている。















































※ 1　4 件のうち、3 件が「少年自然の家」、 　　博物館 83
　　　1 件が「青少年自然の家」に関する記事。 　　　　美術館 51
　　青少年教育施設 0
















































トピックという扱いであったが（視覚障害者読書権保障協議会 , 1972 等）、『図書館雑誌』の特集







結果：21 件―1976 年から）、同研究大会（23 件、うち学校図書館関係 1 件、大学図書館関係 1
106
件―1976 年から）、日本図書館研究会と上海市図書館学会との国際交流協定に基づく国際図書館
学セミナー（4 件―2005 年から）、図書館問題研究会による全国大会（12 件―1996 年から）、同












岡田ら（2017）は、2016 年に実施された全国の公共図書館 545 館（都道府県立図書館 55 館、
政令指定都市図書館 20 館、各都道府県からランダム抽出した市区町村立図書館の中央館 470 館：



























究」に関しては、2012 年に『図書館雑誌』において 6 回にわたる連載記事の中で紹介されている。
同研究の全国の公共図書館を対象とした質問紙調査（回答数：2,272 館）により、障害者サー
ビスの実施率（66.7%）、対面朗読や郵送・宅配サービスの実施状況、相互貸借館数、障害者向け


































































協会が「図書館における障害を理由とする差別の解消の推進に関するガイドライン」（2016 年 3 月）
を定め、障害者差別解消法の「不当な差別的取扱いの禁止」と「合理的配慮の提供」の意味を施
設に即して明らかにするとともに、その具体例を示していることである。佐藤（2016）は、日本


















法制度の中でも、著作権は図書館にとって特に重要な問題で、Cinii で「障害 図書館 著作権」



































本・岡田 , 2010）、デジタル録音へと移行する。村上・上田（1999）は MPEG 規格等の音声技術
を解説、インターネット時代に向け、さらなるデータ圧縮技術や、著作権保護のため利用者を限
定する仕組みが必要になるであろうと述べている。
録音図書のための国際標準規格として開発が進められてきた DAISY（Digital Audio-based 
Information System）は、1998 年に最初の DAISY2.0 仕様が公開され（河村 , 2011）、日本でも点
字図書館を中心として急速に普及し（村上・上田 , 2000）、2001 年 11 月より、音声以外の画像や
































研究会の発足を報じた藤澤（藤澤 , 2007）が手がけた書籍『LL ブックを届ける やさしく読める
本を知的障害・自閉症のある読者へ』（藤澤和子・服部敦司編著 , 読書工房 , 2009）の紹介記事が
3 件みられた後、当事者への調査を行って知的障害者の読書支援のために求められる本について
明らかにした藤澤（2018）がみられた。また、山田（2018）が紹介する書籍『障害のある人たち
に向けた LL マンガへの招待 : はたして「マンガはわかりやすい」のか』（吉村和真・藤澤和子・





























害者・岩橋武夫による 1935 年の日本ライトハウス設立と翌年 4 月の点字図書館の開館、視覚障
112
害者・本間一夫による 1940 年の日本盲人図書館（後の日本点字図書館）開設、1960 年代におけ















の動向に関する記事が 1987 年以来 10 件登場していること（野村 , 2015 等）、DAISY や EPUB 等
の技術開発関係の動きの紹介がみられること（河村 , 2015 等）、先進事例のみならず、開発途上




害（視覚障害者読書権保障協議会 , 1972b 等）、肢体不自由（篠崎 , 1974 ; 赤木 , 1974 等）、聴覚














雑誌『視覚障害教育ブックレット』が博物館との連携に関する記事を 2010 年以降 20 件（うち美
術館 4 件、そのうち博物館・美術館両方の内容を含む記事 1 件）掲載、特定の単元での連携例（荒





発を、学校訪問やユーザーテストなど、ろう学校の協力を得て行った事例（江草・岩崎ら , 2018 















視覚障害（香川 , 1981 等）、肢体不自由（身体障害）（山内ら , 1993 等）、発達障害（駒見 , 1995 
等）、聴覚障害（村上 , 1998 等）、知的障害（熊谷 , 2015）、「美術館」では視覚障害（長尾 , 2005 等）、














丘 大野勝彦美術館」（岩尾 , 2017）、「金澤翔子美術館」（金澤 , 2012）が、社会福祉法人が開いた常
設の美術館として「るんびにい美術館」（甲斐 , 2011 等）、「はじまりの美術館」（岡部 , 2014 等）、「ボ
ーダレス・アートミュージアム NO-MA」（木元 , 2016）が、NO-MA による展覧会のスタッフがア
ートディレクターを務める社会福祉法人と地域商店街が協働した取組として、商店街をまるごと
展示空間とするイベント「中野アール・ブリュット」（東京都・社会福祉法人愛成会 , 2014 等）等












る障害のある子供たちへの支援の紹介（島﨑 , 2004）がみられた。島﨑（2004）は、2002 年度に
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